令和４年度鰺ヶ沢町事業者被災復旧支援補助金【申請受付要綱】
【対象事業者】
◆町内に事務所又は事業所を有し、自己の経営する事務所又は事業所が令和４年８月９日の大雨による災害により被災した事業者（被災証明を受領している事業者）。

※複数の店舗を経営している事業者は、各事業所で申請出来ます。

◆前年度又は今年度（創業）より事業収入を得ており、当補助金受給後も事業を継続する事業者。

◆申請時において、法人及び代表者、個人事業主に係る町税すべてにおいて滞納がない事業者。
※申請時に令和4年8月9日まで納期限が到来している町税に滞納がないこと。
［次の事業者は対象になりません。］

◆農業、漁業、不動産業、金融機関、宗教法人、特定非営利活動法人、風俗関連事業者、暴力団等の反社会的勢力に関係する事業者

◆対象となる対象資産（施設又は設備）の経費に対して、他の補助金の交付受けた事業者
【補助対象経費】
◆事業（事務）所の対象資産（施設又は設備）の復旧に要する経費。

（損害保険金等が支払われる場合は、補助対象経費から差し引きます。）　
　（例）補助対象資産　100万円－損害保険金　20万円　＝　補助対象経費　80万円
　　※損害保険金は、次年分の確定申告書を提出の際に、雑損失等の内訳書等で確認します。
［対象資産（施設又は設備）］※詳しい対象は、同封した対象資産一覧表をご参考ください。
◆建物及びその附属設備

居住と事業部分とが結合している場合は、その延べ床面積に占める事務所又は事業所部分の床面積が対象経費
（例）住宅兼用店舗で全床の修理代が100万円で、延床面積80㎡、店舗面積２０㎡の場合は、補助対象経費25万円となります。
◆機械及び装置

復旧する対象資産（施設又は設備）が滅失又は修繕が不可能となった対象資産の取得額又は修繕が必要となる対象資産の修繕額とし、他者に貸与する対象資産（施設又は設備）は除く。
※設備等購入の際の運搬費、設置費、処分費も対象とします。

◆車両及び運搬具

確定申告書の減価償却資産に記載された取得額の事業専用割合分が対象経費
（例）車両取得額３００万円の事業専用割合８０％の場合は、２４０万円が補助対象経費となります。
◆工具、器具及び備品

事業に必要不可欠となる対象資産（施設又は設備）を該当とし、確定申告書の減価償却資産に記載された取得額の事業専用割合分が対象経費（家具、電気機器、家庭用品は、理容店など待合室が必要となる事業所が対象となります。）
　　※備品等購入の際の運搬費、設置費、処分費も対象とします。
【補助金額】
◆補助対象経費の２０％の額とし、１，０００円未満の端数が生じた場合は、その端数は切り捨てます。
※補助対象経費が以下の場合は、補助上限額が定められています。
	補助対象経費
	補助上限額

	１，５００万円以上から
	３００万円


【申請手続き】
◆申請者
　法人又は個人事業者の代表者のみの申請となります。
代理で申請を行う場合は「委任状」が必要となります。
◆申請先
鰺ヶ沢町役場政策推進課　観光商工班
住所　鰺ヶ沢町大字舞戸町字鳴戸321　
　　電話　７２－２１１１（内線３４４）
◆受付期間及び時間
令和４年１１月１５日（火）から令和５年３月３１日（金）まで（土日祝日は休み）
午前９時から１２時　午後１時３０分から午後４時まで
予約制としますので、電話にて事前予約をお願いします。
◆補助金申請書類
　＜法人事業者･･･これから対象資産（施設又は設備）の更新、修繕される場合＞
（１）令和４年度鰺ヶ沢町事業者被災復旧支援補助金交付申請書（様式第１号）
（２）滞納がない証明書（様式1-1、様式1-2）
　　※申請時に令和4年8月9日まで納期限が到来している町税の滞納がないこと。
※申請する事前に、町役場総合窓口課納税班へ「証明願」を提出し、滞納がない旨の証明
書を持参ください。

※法人住民税、代表者（納税管理人含む）の町税全ての証明、２通が必要となります。

（３）対象経費積算書
（４）経費積算となる見積書等の写し
　　※（３）に掲載した対象経費の見積書等が必要となります。

（５）被災証明書の写し
（６）保険金の受取関係書類の写し（保険受給があった場合）
（７）代表者又は代理申請者の身分確認書類（運転免許証など）
（８）確約書（様式第２号）
（９）委任状　※代表者から申請を依頼された方のみ
法人事業者用【申請用】チェックシートでも確認可能です。
＜個人事業者･･･これから対象資産（施設又は設備）の更新、修繕される場合＞
（１）令和４年度鰺ヶ沢町事業者被災復旧支援補助金交付申請書（様式第１号）
（２）滞納がない証明書（様式1-2）
※申請時に令和4年8月9日まで納期限が到来している町税の滞納がないこと。
※申請する事前に、町役場総合窓口課納税班へ「証明願」を提出し、滞納がない旨の証明書を持参ください。

※代表者（納税管理人含む）の町税全ての証明が必要となります。

（３）対象経費積算書
（４）経費積算となる見積書等の写し
　　※（３）に掲載した対象経費の見積書等が必要となります。
（５）被災証明書の写し
（６）保険金の受取関係書類の写し（保険受給があった場合）
（７）代表者又は代理申請者の身分確認書類（運転免許証など）
（８）確約書（様式第２号）
（９）委任状　※代表者から申請を依頼された方のみ
個人事業者用【申請用】チェックシートでも確認可能です。
＜法人事業者･･･既に対象資産（施設又は設備）の更新、修繕された場合＞
（１）令和４年度鰺ヶ沢町事業者被災復旧支援補助金事前着手届（様式第２号）
（２）対象経費の積算となる見積書又は請求書等の写し

※①事前着手届に記載した対象資産（施設又は設備）の見積等が必要です。
（３）令和４年度鰺ヶ沢町事業者被災復旧支援補助金交付申請兼実績報告書（様式７号）

（４）滞納がない証明書（様式1-2）
　　※申請時に令和4年8月9日まで納期限が到来している町税の滞納がないこと。
※申請する事前に、町役場総合窓口課納税班へ「証明願」を提出し、滞納がない旨の証明
書を持参ください。

※法人住民税、代表者（納税管理人含む）の町税全ての証明、２通が必要となります。

（５）対象経費積算書
（６）経費積算となる領収書等の写し
　　※（５）に掲載した対象経費の見積書等が必要となります。

（７）被災証明書の写し
（８）保険金の受取関係書類の写し（保険受給があった場合）
（９）代表者又は代理申請者の身分確認書類（運転免許証など）
（１０）確約書（様式第２号）
（１１）委任状　※代表者から申請を依頼された方のみ
法人事業者用【申請・実績報告用】チェックシートでも確認可能です。
＜個人事業者･･･既に対象資産（施設又は設備）の更新、修繕された場合＞
（１）令和４年度鰺ヶ沢町事業者被災復旧支援補助金事前着手届（様式第２号）
（２）対象経費の積算となる見積書又は請求書等の写し

※①事前着手届に記載した対象資産（施設又は設備）の見積等が必要です。
（３）令和４年度鰺ヶ沢町事業者被災復旧支援補助金交付申請兼実績報告書（様式７号）

（４）滞納がない証明書（様式1-1、様式1-2）
　　※申請時に令和4年8月9日まで納期限が到来している町税の滞納がないこと。
※申請する事前に、町役場総合窓口課納税班へ「証明願」を提出し、滞納がない旨の証明
書を持参ください。

※代表者（納税管理人含む）の町税全ての証明が必要となります。
（５）対象経費積算書
（６）経費積算となる領収書等の写し
　　※（５）に掲載した対象経費の見積書等が必要となります。

（７）被災証明書の写し
（８）保険金の受取関係書類の写し（保険受給があった場合）
（９）代表者又は代理申請者の身分確認書類（運転免許証など）
（１０）確約書（様式第２号）
（１１）委任状　※代表者から申請を依頼された方のみ
個人事業者用【申請・実績報告用】チェックシートでも確認可能です。
◆補助金の交付決定・請求まで
　＜これから施設又は備品の更新、修繕される場合＞

（１）町事業者被災復旧支援補助金交付申請書（様式第１号）を提出
　　　※提出書類は、添付書類チェックシートで確認してください。
　　　⇒町による提出書類の内容を審査及び現地調査
（２）町事業者被災復旧支援補助金交付決定通知書を町から通知
（３）事業終了時に町事業者被災復旧支援補助金実績報告書（様式第５号）を提出
　　　※対象経費を支払った領収書等の写し、購入及び修繕等を確認出来る写真の添付が必要
（４）町事業者被災復旧支援補助金確定通知書を町から通知
（５）町事業者被災復旧支援補助金請求書（様式第８号）を提出
　　　⇒町より事業者に補助金交付
　
＜既に施設又は備品の更新、修繕された場合＞

（１）町事業者被災復旧支援補助金事前着手届（様式第２号）を提出
　　　※着手日の根拠となる資料（契約書・発注書の写等）及び金額の算出根拠となる資料（見積書・発注書の写等）の添付が必要
（２）町事業者被災復旧支援補助金交付申請兼実績報告書（様式第６号）を提出
　　　※提出書類は、添付書類チェックシートで確認してください。
　　　⇒町による提出書類の内容を審査及び現地調査
（３）町事業者被災復旧支援補助金確定通知書を町から通知

（４）町事業者被災復旧支援補助金請求書（様式第８号）を提出
　　　⇒町より事業者に補助金交付
【その他】
◆補助金関連書類の管理
補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を補助事業終了の翌年度から起算して５年間保管が必要となります。
◆財産の処分の制限
　補助事業により復旧した資産を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、又は貸し付ける場合においては、町から承諾を受ける必要があります。ただし、当該施設又は設備の耐用年数の期間（減価償却資産の耐用年数等に関する省令）を経過した場合は、可能となります。

◆事業状況報告
　事業が完了した翌年度分の補助事業の成果に係る状況について、町事業者被災復旧支援補助金事業状況報告書（様式第９号）に、確定申告書の写し（管轄税務署の証明があるもの）、決算書若しくは収支内訳書、減価償却資産の明細書又は雑損失等の内訳書の提出が必要となります。

